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本日の一部報道について 

 
 本日 11 月 21 日付の日本経済新聞におきまして、当社がインドネシアで 2,000億円を投

じて EV電池材料向けなどにニッケル鉱石を加工する製錬所を建設する方針を明らかにした

との報道がありましたが、これは当社が発表したものではありません。 
 
当社は、インドネシア南東スラウェシ州コラカ市ポマラ地区において、PT ヴァーレイン

ドネシア社と HPAL技術を用いたニッケル製錬プラント建設の可否について DFS（Definitive 

Feasibility Study：最終的な事業化調査）を行っています。今後 1～2 年をかけて DFS を

完成させ、その結果を踏まえて建設について最終的な意思決定を行うこととしております。 
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